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資本主義社会における老人の生存権にういて
小 川 和 憲
'
1は じ め に
わが国の老人問題は現代 きわめて重大化 しており,今後人 口の老齢化などの






要性,在 宅ケアー,コ ミュニティ・ケアーの重要性,医 療 と福祉の総合的 シス












題の根本的解決は あ りえない のでは ないだ ろ うか。
以上の ような問題意識に もとづ き,こ の小論 では ヨーロ ッパ諸国 の社会保障
制 度の発展 を分析す ることに よって,老 人が生存権 を持つ に至 った のは資本主
義 のいかな る段階においてか,そ れは なぜか,を 歴史的 ・理論的 に明らか に し,
同時に老 人が生存権 を持つ とすればそれは 「労働に応 じた分配」 とい う資本主
義 の基 本原則 の修正 を意味す るのか,修 正 を意味す るとすればそ の限界は どこ
にあ るか,さ らにその限界 を一 層押 し広げ る条件は何か,と い うこ とを明らか
に したい と思 う。
11老 人の生存権の発達の歴史的分析
この節 では老人 が資本主義 のいかな る段 階か ら生存 権 を持つに至 ったか,と
い うことについて歴 史的にみてみ よう。
まず産業資本主義段階 について考 え よう。 産業 資本主義 段階には社会保険や
社会保 障がまだ成立 していなか ったのであ るか ら,労 働者が老後の生活 を維持
す るためには 自己 の貯蓄 によ るか,あ るいは家族 に よる私的扶養に依存 しなけ
れば な らない。 しか しこの段階 で労働者 が 自己 の貯蓄 に よって老後の生活 を維
持 す るこ とが可能 であ った とは考 え られ ない。 なぜ な らエ ンゲルス も指摘 して
い るよ うに1,,当時 の低 賃金や労働寿命 の短か さか らい って,労 働不能後 の20
～30年の生活費 を自己 の貯蓄 によ って維持す る ことは とうてい不可能 であ った
であろ うか らである。そ うであるな らば老後 の生活費 は子供 の賃金 の中に入 っ
て いた とい うこ とになる。 しか し老後 の生活が家族 によ って扶養 され た形跡 は
ない。.栗田健民 による と,19世紀後半 のイ ギ リスでは一部 の熟練労働者 は彼一
人 の収入 によってほぼ家計 を維持 しえた と考 えられ るが,他 の大部分 のよ り低
い熟練労働者や不熟練労働者 の場合 には彼一人 の賃金 で家族 を養 うことが で き





そ こには老人 は含 まれ ていなか った とい うことであ る。 この点は栗 田氏の著 書
では明 らかに され ていないが・E・W・ バ ー ジェス が ヨー ロッパで拡大 家族 制
度が 家族 に対 する保障 を与 えたのは産業 革命 前までで ある,と 指摘 してい るこ
とか らも明 らかであ るω。 こうして当時 は労 働条 件が比較 的恵 まれた一 部の熟
練労 働者 で さえ核 家族 を養 う賃 金 しか与 えられていなか ったの であ り,ま して
他の大部分の不熟 練労 働者 はそれ さえ与 えられ.ていなか ったの であ る。 その結
果,労 働 者出身の老人の過 半は被散位貧 民に転落 して しまった。小川喜一託ぱ
19世紀末 葉のイギ リスでは65歳以上 のすべ七 の男女の%が 被救恤貧民に転 落 し
ていた と指摘 してい るの。 この ことは資本家階級や 自営業者 を除いた労働者世
帯だげ を考え ると,65歳以上の過半数の人 々が被救恤 貧民 に転落 していた こ と
にな るだ ろう。 もちろん被救恤貧民 に転落 しても生存す ることは可能 であった。
しか し老 齢に よ り働 く能力 のない貧民は救貧院に強制的に入れ られたの であ り,
そ こではすべ ての人権が奪われ,囚 人 と して取扱われ たのであ って5),救貧法
による保護はむ しろ生存権 の否定で あった。 この ように考 える と,産 業資本主
義段階に老人が生存権 を持 って いた とは とうてい考 え られ ない。
次 に独 占段階以降の老人 の生存権 の発達につい てみ.てみ よう。周知 のよ うに,
ドイ ツとイギ リスで社会保険制度が成立 した のは19世紀末か ら20世紀始 めにか
けて の,資本主義 が独 占段階 に発展 しは じめた時期 であ る。この社会保険制度 の
成立過程 で老人の社会的扶養 も発展 しは じめる。す なわち ドイ ツにおけ る1889
年 の老廃保険法,イ ギ リスにお ける1908年の無拠 出老 齢年金法 の成立 である。
これ らは いずれ も当時 の老齢貧民問題 の深刻化 に対 して とられ た措置 であ り,








無拠出の年 金 を権利 として与 えた こ とは画期的 であ り,救貧法解体 の歩 を大 きく進 めた もの.Cあ
った。」 と指摘 され ている.岸 本 「社会政策 」第5版,ミ ネル ヴァ書房,1968年,㌔144ページ。
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の救済 に果 した役 割は非常 に制限 されていた。そ れは ドイツの場合 には老齢年
金 の受給者が きわ めて限 られた ためであ り7),イギ リスの場合 には無拠 出年 金
制度 が資 力調査 を伴?た こと,年 金 額が 非常 に低 く1救 貧 法 と事実 上か わ らな
か った ことに よる8)。その結果 老齢 貧民 の状 態はい っこうに改 善 さ.れず,例 え
ばイギ リスでは 「ラウン トリー氏が1936年にヨー ク市 で調査 した ところによる
と,老 齢 による貧困は他の原因 による貧困 よ りもはるかに深刻 な もの で あ っ
た。」9)とい う状態が依 然 として続い ていた のである。 このよ うに独 占段階 に入
って老人問題が深刻化す るに ともない彼 らに対す る救済制度が発暈 して くるが,
しか しその実態 はなお きわ めて貧弱 であ った。 したが って独 占段階 には老 人の
生存権 の確立 の端初 が形成 されて くるが,し か しなお生存 権は確立 していなか
った といえ る。
最後に第二 次大戦後の国家独占資本主義段階,特 に最近の ヨー ロヅパ諸国 の
老人の社会的扶養の発展についてみてみ よう。第二次大戦後,資 本主義諸 国は
イ ギ リスのベ ヴァ リッジ ・ブラ ンに典型的 にみ られ るご とく,戦 後 の復興 に労
働者階級 を積極的 に参加 させ るこ と,階 級闘争 を緩和す る ことを 目的 として,
また世界労連 を中心 とした労働者階級 の社会保障 に対 す る闘い も強ま った こと,
な どによ り社会保障制度 の体系 的整備 を進 めた。 しか し老 人に対 す る社会的扶
養が不十分 なが らもほ ぼ確立 しっっあ るのは最 近にな ってか らであ る。 イギ リ
スでは1965年に実 施 された'「退職年余 受給者 ρ経済 その他の諸事情 に関す る調
査1に よ って85万人の老 人が国民扶助に よる基準以下の所得で生活 してい なが
ら,保 護 をうけていない こ とが明 らか となった。そのため 「1966年社会保障省
法」1とよ って従来 の慈恵的 な国民扶助か ら補足給付へ と名称が改 め られ,と く
に老齢老に対す る補足年金 の受給条件が著 し く緩和 された10)。また国民保険 の
退職年金 も1965年1月と67年10月に大幅 た引 き上げ られ,1974年には物価 ・賃





無.拠出制 の老齢年金が80歳以上 のす べての老 人に国民 保険 基金 より支払 われ る
よ うにな り,さ らに老人 に対す る年末一 時金 の支給 も1972年12月か ら実施 され
るよ うになった1D。フランス も同様 で,一 般民間労働者 を対象 とす る拠 出制 の
一 般制度 の平均給 付額は1969年当時2,959フランで、最低賃金(SMIG)7,207フ
ランの41.1%にしか な らなか った・そ のた め1975年か ら年金額 の算出方法が改
め られ,完 全年金 の場合65歳で年金 の受給 を開始す る と,自 己 の被保険者期 間
の うち最 も高 い賃金 を取得 した10年間の平均 賃金(再 評価 あり)の50%に 相 当
す る年金額が支給 され るこ とにな った。 そめ他,拠 出制の年金額 が低 い者 とか,
拠 出 してい なか った者 には老齢手 当制度 と国民連帯基金か らの補足手 当が支給
され,そ の結果,1974年1月現在 のフラ ンスにおける老齢保障 の最低額 は年額
6,300フラン(単 身者、65歳以上 の妻が いる場合 には9,300フラン)と な り,か な ,
ト
り高 く な っ て い る。 ま た 従 来 著 し く低 か った 自 営 業 者 の 年 金 額 も急 速 に 改 善 さ
れ っ っ あ るIZ,。さ ら に 老 人 福 祉 が 最 も発 達 し て い る 国.とし て ス ウ ェ ー デ ン を あ
げ る こ と が で き る。 し か し ス ウ ェ ー デ ン で も 社 会 保 障 制 度 が 大 き く発 展 した の
は1960年代 で あ る1a)。こ の 国 で は す べ て の 高 齢 者 に 権 利 と して 与 え ら れ る 基 礎
年 金 額 は1977年現 在 単 身 者 で13,420クロ ー ナ,夫 婦 で21,890クロ ー ナ(日 本 円
で は そ れ ぞ れ6万8千 円,11万1千 円)が 与 え ら れ,そ の 上 に ス ウ ェ ー デ ン有
業 人 口 の80%が カ バ ー さ れ て い る 国 民 追 加 年 金 制 度(被 雇 用 者 は 無 拠 出)が あ
り,こ の 国 民 追 加 年 金 と基 礎 年 金 で,ス ウ ェ ー デ ン の 既 婚 者 世 帯 の50%以 上 が
月 額27万 円 の年 金 額 が 支 給 さ れ,さ ら に 年 金 収 入 し か な い 老 人 に は 住 宅 手 当 が
支 給 さ れ る の で あ ξ14)。
以 上 の よ う に,現 代 の ヨ 一 口.ヅパ 諸 国 の 老 人 の 社 会 的 扶 養 は ま だ 多 く の 問 題
10)田中寿,イ ギ リス社会保障政策 の動 向,「レフ ァレンス」255号,1972年7月,20-21ページ。
11)一国光弥,イ ギ リスの社会保障 の最近 の動 向,「季刊社会保障研究」第12巻2号,1976年9月,
2-8ペ ージ.
ユ2)上村政 彦,フ ランス社会保6D最 近 の動向,「季 刊社 会保障研究 」第10巻3号,工974年12月,82
-83ペー ジ。
.13)川 口弘 「福祉 国家 の光 と影」第3版,日 本経 済評論社,1974年.217ページ。




が あ り,給 付水準 もス ウェーデ ンを除 くと十 分 とはい えない(こ れについては
後 述す る)が,基 本的 にはほ ぼ確 立 されっ っあ るといえ るだ ろう。それは一言
でい うと,従 来 の ように拠 出を要件 として給付 す るの では な く,拠 出の有 無 に
かかわ らず,国 民的最低 限 を保障 す るのは国家 の義 務 であ り,ま た保障 され る
のは国民の基本 的権 利で ある,と い う考 え方 である㈲。
'III老 人の生存権の発達 の理論的 分析
第二 節でみた ように,老 人 の生存権が発展 しは じめた のは独 占段階以降 であ
り,そ れがほぼ確立 した のは第二 次大戦後 であ った。 この節 では独 占段階 以降
に老人 の生存権が発展す る経 済的必然性 につ いて分析 する。
生存 権 とい う場合,そ の 法律的分析に つ いては 多 くの す ぐれ た文 献 が あ
る16)。しか.し人 々が法律上 の生存権 を持つ として もその経済的裏 つげが ない限
り,そ れは単 なるプ ログラム規定 にす ぎな くなるであろ う。.したが って生存権
を実体 ある ものにまで高 めるためには経済的分析が不可欠 なのであ る。 そ こで
以下老人 の生存権 の発達 について経済理論 的に考察 す るこ とにす る。
従来 の研究 で老後 の生活 問題が経済理論 的に と りあげ られたのは,老 後の生
活費が労働 力の価値 に含 まれ るといえ るか否 かの論争 においてであ る。 す なわ
ち岸木氏 は,労 働 力の価値 の大 きさは労働者 お よびその家族の生活費であ り,
それは生理 的な 竜のではな く,歴 史的 ・社会的な ものであ り,そ してそれは熟














費 も含 まれ る17},とされ る。、この見解 に対 して徳永重良氏が批判 され てい る。
それに よる と,労 働者が上述 のよ うな事故 に落 ち入 った場合,「 生活水準 の切
り下 げ を余儀 な くされ,時 には廃疾,死 亡,被 救恤民へ の転落」 を しいられ,
「労働者 として の地 位か ら引退す るこ とを強制 させ られ る」 ので,労 働不能 な
い し中断 の さいの生存 費 を労 働力 の価 値に含め るのは不適当 である とし,岸 本
氏 の誤 りは 「労働運動 に媒 介 されっっ特定 の時期 以降,歴 史的に形成 され てき
た もの(社 会政策や福利施設一筆者)が,ア プ リオ リに本質次元 に混入 され」,
そ のため 「労働 力価値 とい う概念が 当為 の概 念 にな って いること」励 であ ると
され る。 この点 につ いては徳1永氏 の指摘 が正 しいで あろう。 前述 した ように,
産業資本主義段階 には老人 は生存権 を持 たなか ったので あ り,老 後の生活費が
労働力 の価値 に含 まれ ていた とは考 え られ ない。岸本 氏のいわれ るご とく,労
働力価値 の大 き さは単 に生理的 な ものだけでな く,歴 史的 ・社会的 な もの であ
る として も,ま た熟練 の育成費だ けでな く,災 害.・疾病 ・失業 ・老齢 によ る労
働不能 の場合 の生活費 を含む と,して も,そ れ らが どの程度 まで労働 力の価値 に
含 まれ るかは生産力 の発展 と,そ の敵対的 ・無政府的性格が労働者階級 に及 ぼ
す影響,そ して労働者階級 の闘争力 に依存す る可変的 な大 きさであ って,そ れ.
らが無条件に労働力価値に組み入れ られ るのでは ないのであ る。 しか し他方徳
永氏の見解 では,独 占段階以降 に老後 の生活 費が労働 力の価値 に組 み入れ られ
るのか,組 み入れ られ る とすればそれは なぜか,と い うことが 明確 でない。 し
たが ってこの点 につい て分析す る必要が あ る。
筆者は 別 稿(「労働力価値の 変動 の 理論的分析」・ 「経済論叢』121巻1・2
号,「 労働力価値の変動の歴 史的分析お よびそ の下限 の計測」・ 同121巻3号)
で労働力価値は長期傾 向的}ヒは上昇す るこ と,労 働力価値 とその価格 である賃
金の乖離 とい う現象が生 じたのは独 占段階以降で あ り,国 独資段階 には この乖
離 が一層 大 きくな ること,そ の結果,独 占段 階以降に社会保険や社会保障 が発
17)岸本,窮 乏化法則 と労働者階級,「経 済研 究」第9巻3号,1958年7月.199ペー ジ。
18)徳永重 良 「労働問題 と社会政策論 」,有斐閣,1970年,8ひ一8エペー ジ。
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戻す る経済的必然性が あるこ とを明 らか に した。労働 力価値 の変動 の詳 しい理
論的 内容につ いては上述 の論文 を参照 していただ き,こ こでは老 人の生存権 と








致すると考えなけれぼならない。 しか し生産力の発展が著 しい時期には労働者





ては拙稿 「発達 した資本主義諸国における出生力低下 とその社会経済的要因に
ついて」、r経 済論叢』121巻6号を参照 していただ きたい)と いった生活構造
そのものを変.化させ ることによって賃金を労働力の価値に一致させようとする
のである。
次に労働力価値 と価格の乖離 という現象がなぜ独占段階以降に生 じたか とい
うことについてみてみよう。
資本主義は巨大な生産力の発展によって生活必需品の価値 を低下させ,機 械
の利用によって熟練を分解 し,婦人p児童労働を採用 し,相対的過剰人 口を累
積 させ,さ らに賃労働者化により家族規模を縮少させて労働力の価値低下,価
値分割を押し進める。 しか し他方ではこの同 じ要因が労働力の価値を上昇させ
る。生産力の発展は労働者が入手する生活必需品の量を増大させ,自 営業の分
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解 は その低生活水準の賃金 の死錘 と.しての機能 を解体.させ,婦 人 の労働 力化 は
家 庭 内の様 々の仕事 を外部 に依存 させ る ことによ って貨幣支 出を増 大 させ る、
さ らに賃労働者化 による世帯 の構造的変 化は 生産 力の敵対 的か っ無政府 的発展
とあいま って,災 害 ・疾病 ・失業 ・老齢 な どの事故 に対す る抵抗 力を弱 め る。
しか し産業資本主義段階 には生産 力の発展は まだ低 く,生 産 力の大 きな発展 が
ある場合 で も労働者階級が階級 として未成熟 で,そ の力 も弱か った正9)ために,
彼 らが消費 しうる商品量は なお少なか った。 また 自営業 もまだ広範 に残 存 して
お り20>,さらに有効 な社会 立法.は皆 無 とい って よい状態で2D、依然 として 「貧
困 ・労働苦 ・奴隷 状態 ・無 知 ・粗暴 ・道徳 的晴落 の蓄 積」22)とい った前 近代 的
な生活水準 とそれ ほ どかわ らない状態が続 いてい#の であ る。 こうした労働 者
階級 全体 が 「古典 的貧 困」 の もとであえいでい る状態 の中では老人 が生存権 を
もちえなか ったのは 自明であろ う。
それ に対 して独 占段階以降 には労働 力価値 を上 昇 させ る要因 が飛躍的 に高 ま
る。生産 と資本 の集積,集 中,不 等価交換 に より農業 や都市 自営業 が解 体 し,
そ の生活 水準 の上昇一 生活 の都市化 が著 しく進む。労 働者 階級 の闘争 力 も高 ま









21)小川喜一氏 は1834年の救貧法 は 「労働 能力を持つ 貧民」 に対 しては一切の院外 救助 を拒否 し,
院内救助 も最 も屈辱的 な条件 でしが与 え られず,し たが ってそれは貧民救 済策 とい うよ りも低賃
金労働者創 出策 であった,と 述 べ られ ている。 小川,前 掲書,144ペー ジ。 また戸塚氏は工 場法
について,そ の保護は児童 ・年少者 ・婦人 に限 られ た こと,そ れが適用された業種は繊維業 など
数種類 に限 られた こと,制 度 の実施上 で も工場監督 官の不足 や軽 い罰金制度 などの問題 点 を指摘
してい る。戸塚,・前掲書,285-300ページ。 これ らの指摘 か らもわか るよ うに,当 時 の社会 立法
の労働者保護 に及ぼす効果 はあま り大 きくなか った と考 え られ る。
22)マル ク.ス「資本論」第1巻2分 冊,大 内 ・細川監 訳,大 月書店,1968年,840ページ。
23)イギ リス におい て労働組合 の力が強 ま った のは19世紀末 であ る。例 えば コールは19世紀最後 の
20年間 に労 働組合運動 に大 きな変化 があ らわれ,「新 しい組合が,次 々に多 くの職業 に作 られ/
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出」の名のもとにデモソス トレーシコソ効果による労働者の消費欲望の意図的
拡大がはか られ,そ の生活水準は著 しく上昇する。 さらに独 占価格とインフレ
ーションにより老後の生活設計が不可能 となり,教育費,住居費,医 療費,レ
ジャー費,租 税などの非弾力的費用が家計を圧迫し,共稼 ぎの増大,世 帯人員
の一層の縮少を招 く。また科学技術の著しい罪展 とその敵対的利用によって労
働災害,公 害,交 通事故の激増などの 「事故の社会化」 といわれる現象が脆弱
化した家庭を一挙に崩壊せ しめる。これ らの諸要因は相互に関連 しており,例
えば共稼ぎの増大によって保育所などの社会施設が必要 となり,世帯人員の縮
少は老人問題や障害者問題を顕在化 させ,それがまた各種の社会的施設の増大
を必要 とさせるとい った ごとくである。要するに,独 占段階に入 って労働力価
値が累積的に上昇す る結果,賃 金 との乖離がきわめて大 きくなり,賃金だけで













労働者階級の闘争力が強化され,社 会的権利 も高まってその生活水準が著 しく
＼ てい った.労 働組合運動 は飛躍的に その強 さを増 した 。」 と指摘 してい る。G・D・H・ コール
「イギ リス労働運動史」皿,林 ・河上 ・嘉治訳,岩 波書店,1957年,5ペー ジ。
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上 昇 した こと,し か しその こ とに よってか えって生活基盤が脆 弱化 した こ と}
とい らた諸事情 に よるのであ る。 すなわ ち,労 働 者の生活 水準 が上昇 して賃金
との格差 が大 ぎくな り,そ 爾結果,彼 らの生 活基 盤が脆 弱化 し,貧 困への転 落
の危険性が老人や障害者 な どの特定 の人 々の問題 ではな く,す べての国民諸 階
層の問題 となった こ と,そ のた めに国民的最低限 の生活(ナ シ ョナル ・ミニマ
ム)の 保障 を求め る運動が高 ま り,そ の保障が国家 の義務 と.なるに至 った こと,.
そ して この最低限 の生活の保障が確立 され,か っその水準が高 まって くるにつ
れ て,老 後 の生活 もこの最低限 の生活 水準に規定 され,そ の結 果,老 人 の生存
権が確立 して くるのである。 したが って老後 の生活費 が労働力の価 値に組 み入
　
れ られ,老 人が生存権 を もっ ためには,労 働者階級全体 の生活 水準 の上 昇 と画
民的最低限 の生活保障 の確享が不可欠 なのである。
次に問題 とされ るべ きは,上 述 のよ うに資本主義社会 で老人が生存権 を もつ
よ うにな るとすれば,そ れは資本主義 の基本的 な分配原則 である 「労働 に応 じ
た分配」.とい う原則 といかな る関係にあ るか,と い うことで ある。
抽象理論的 には資本主義 の もとでは労働者 は資本家 に 自己 の労働 力を販売 す
る ことによ ってのみ生存 しうる.し たが って労働能 力のない人 ・々は 生存 しえな
いこ.とになる。 しか し前述 した ご とく,第 二次大戦後 の ヨー ロッパ諸 国では老
人 の生存権は 重が りな りに も確立 されっっ ある。 これは 「労働 に応 じた分配」
とい う.原則か らすれば どの ように理解すべ きであろうか。筆者は今 日では,こ
の 「労働に応 じた分配」 とい う原則は部分的に修正 されっっあ ると考え る。そ
れ は先 に もみたよ うに,現 代 の労働者生活 は労働 力価値 の累積的増大 の結果,
もはや賃金 のみでは生活 しえな くな って きてい るか らである。 すなわち,賃 金
は なお 「労働 に応 じな分配」 とい う原則 によ って支払われ ているが,も はや今
日では賃金は労働者 の生活必需品 の一部 を賄 い うるにす ぎず,他 の部分 は社会
保障や社会的共同消費手段 によって補完 され ざるをえな くな っている。そ して
これ らの公的サ ー ビスは 「労働 に応 じて」 では な く,「 必要 に応 じて」 とい う
側面が強 くならざるをえない29。それは前述 した ように,年 金 の給 付が拠 出を
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要件 としな くな り,拠 出の有無にかかわ らず国民的最低限 を保障す るのは国家
の義務で ある,と い う考 え方が強 まってい るこ とか らも明らか である。
要す るに,「 労働に応 じた分配」 とい う原 則が どの程度 まで修正 され るかは
国民的最低限の生活保障が いかな る水準に あ るか に よって 規 定 されて お り,
後者 の水準が高 ければ高 いほ ど 「労働 に応 じた分配」 ζ・い う原則が修正 され,
「必要 に応 じた分配」 とい う原則 ゐ比重が高 くなるのである。
IV資 本主義における老人の生存権発達の条件
第二節 と第三節でみたように,歴史的にみても独 占段階以降,こ とに国独資
段階に老人の生存権は発達したし,理論的にもそうならざるをえない経済的必
然性が明らか となった。また老人の生存権の発達の根拠は国民的最低限の生活
保障の確立 とそれによる 「労働に応じた分配」 とい う原則の修正,「 必要に応









ら支払われ るのであるが,そ の拠出金(租 税.も含む)の 賃金からの控除には後
述するように限界があるからである。第四に,所得比例年金制度にみられるご
24)7ラ ンろの国 独資研究者 達は,.「現代の国家独 占資本主義 の もとでは.賃 金 は労働 力の価値 め
基本 的部分 であ る.にせ よ,.一部をあ らわすにす ぎず,し か も… …そ の比重 は減 少傾 向をた どる」
とし,他 の一部 は 「集 団的形態」の給付 となるが,そ の決定基準は 「賃金 の場合 と異 な り,人 民
の直接 の必要性 によってい る。」 とする。 高木督夫,賃 金へ の独 占 と国家 の圧迫,小 林勇編 「現
代 の労働組 合運動」1,木 月書店,ユ971年,307ベージ。
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と く,い まなお拠 出に応 じた給付 とい った一種 の 「公平主義」 の原則 を排除 し
えないか らである。 このよ うに資本主義 の 悉とでは 「必要 に応 じた分配」 には
一定の限界が あるので あるが,こ の限界 を押 し広げ るこ とは可能 である。そ の
ためには各国の老人扶養の問題点 を分析す る必要が ある。そ うす るこ とによっ
て 「必要に応 じた分配」 の一層の拡大 を阻止 してい るものは何か,そ してそ の
拡 大 をはか るための条件 は何か,と い うこ とが明 らかに なるか らで ある。.
前述 した ように,ヨ ー ロッパ諸 国の老 人の社会的扶養は着実に前進 しつつあ
るが,な お多 くの問題が あ る。 その中で もここで と りあげたいのは第一に給 付
水準 の問題 であ り,第 二 に費用 負担 の問題 である、 イギ リスでは退職年 金の給
付水準 は1963年3月に単身者3.375ポン ド(週 額),夫 婦5.45ポン ドであ ったの
が,1975年4月にはそれ ぞれ11.60ポン ド,18.50ポン ドと3倍 余に増加 された。
しか しこれ(夫 婦給付額)を 対 平均 賃金比(製 造業 およびその他産業 の21歳以
上男子平均週賃金)で み ると,1964年の30.1%から75年の32.5%とほぼ30%の
水準 に あ り,対 平均賃金比 でみ るか ぎ.り給付水準 の改善が なされた とは いいが
たい25)。周知の ように,.ILO条約 による年 金給 付水準は従前所得 又は給付時
の普 通成年 男子労 働者 の賃 金の40%(ユ02号条約)な い し45%(128号条約)を
支給 すべ きであ るとして隔 る点 か らみ ると.そ の低 さは明白であ る。 また1966
年 に改正 され た補足給付 をみて も.改 正 され た1966年と67年には改 正前 よ りい
くらか高 ま ったが,そ の後低下 しは じめ,1973年以降 には 改正 前の対平均賃 金
比28.9%を下 まわ るに至 ってい る。 次 に フラ ンスについてみ る と,民 間労働者
を対 象 とした拠出制の一般制度は1969年現在 の平均年金額 は2,959フラ ン(同
年 の最低 賃金 の41.1%)で,これは同年 り拠 出の有無にかかわ らず 支給 され る
最低保 障額2,600フランと大差 がない。 そ して この最低 保障額は現業被用者平
均賃金額 の17.6%(1968年)にす ぎない・ したが って拠 出制 の一般 制度 の平均





ス ウェーデ ンの年 金制度は非常にす ぐれて いる。 カ・.ル・G・ウ ワーによる と,;
す べての老人 に与 え られ る墓畔年金(夫 婦)は1963年で製造業 の庫年 男子 の平
均手取給料 の40%ない し45%に相 当 していた⑳。 そ の上 にスウ二一デ ソ有業 人.
ロの8割 が カバ ーされ ている国民追加年金制度 があ り,こ れ を加 える ときわめ
て高 い年金額.が得 られ ることにな る。
次 に費用 負担 の問題 につ いてみてみ よう。 イギ リスでは1950年か ら70年まで
の20年間に社会保 障費は年 率9.2%で増加 し,そ の結果,国 民所得 に占め る社会
保障費 の割合 は1950年の9.6%から70年の15.5%にまで上昇 した。 この国の社会
.保障 の特徴 はその費用 の大部分 が国に よって負担 されてい るこ とで.国 民保 険
と労災保険 を除いた補足給付,摩 族手 当,国 民保健 サー ビス.などは全額 国庫負
担 ない しそれに近 い負担 であ り,国 民保 険 と労災保 険の国庫負担は15～17%で
あ る。 国民保険 について労使 負担分 をみ ると,1960年までは雇主49:被用者 本
人51,1961年折半,68年53=47,69年54=46と雇主負担分がい くらか高 くなっ
て きてい る28)Q
フランスの社会保障費 はユ960年を100とする と71年には458と大幅に増加 して
い る。 この国の社会保障財源 の特徴 は当事者 の保 険料に よって賄 われ,国 庫負
担が 少ない ことであ る。 したが って フランスの社会保 障 の財源 をみ る場.合には
労使 の保険 料率 をみ ることが きわめて重要 であ る。 社会保 障 の全部門 について
み る と,1951年1月か ら71年1月の間に被保険者 の保険料率は1回(0.50%)
引 き上げ られただけ であ るの に.,使用者は4回(2.70%)も引 き.トげ られ,そ
の結果,71年1.月には被保険者が負担す る保険料率は6.5%であ るのに対 し,使
用者は32.7%と使用者の負担率が著 しく高 くなってい る29)。








16.8%で,この間における経済成 長率10.2%(年率)を 上 まわ り,対 国民所得比
は20%を超えてい ろ。 これ を負担者 別にみ ると・1960～71年の間に疾病 保険 は
.国庫 負担.と被 雇用 者負担が減少(そ れぞれ23.4%→16.0%.46.2%→29.3%)し,
雇主 負担 が増 えている(29.0%→53.0%)。基礎年 金(雇 主拠出金な し)で は 国
庫負担金 が増 え(433%→59.6%),被保 険者拠 出金が 減少 してい る(40.1%→
28.9%)。追加年金(国 と地 方公共団体負担 なし)は 雇主拠 出金が減少 してい る
(97.3%→68.2%)が,それにかわ って 利子 ・基 金か らの繰入れが増 えてい る
(2.7%→28.2%)。しか しこれは資本家 の拠 出金 についた ものであるか ら,追加
年 金の負担は実質的にはほ とん どすべて雇主負担 であ る30)。
以上にみた給付 水準 と費用負担の現状か ら,筆 者は資本主義 の もとで 「必要
に応 じた分配」原 則の一層 の拡 大,老 人 の生存権 の発達のため には次の二点が
絶対 に必 要である と考 える。一 つは労働 者の賃金 ・生活水準の上昇 と国民的最
低限 の確 立であ り,二 つは老人 扶養 の費 用を国家 と資 本家 の負担に帰せ しめ る
こ とであ る3D。第一 の点についてみ る と,ス ウ ェーデ ンを除いたイ ギ リス とフ
ラ ンスの年金 の給 付水 準は まだ まだ低か ったが,そ の基本的原因の一つ に労働
者 の低賃 金 ・低生 活水 準 とい う問題 があ る。 労働 者の賃金が低 く,そ の生活水.
準 が低い状態 では決 して老 人の福祉 は高水準 であ りえ ない。それは資本主義 の
もとでは労働 能力がない人 々の福祉 水準 はそれが ある人 々の水準 を超え るこ と
が で きない とい う一般 的意 味においてだけで な く,よ り具体的 には国民福祉 の
水準 は労 働者 の拠 出に依存 せざ るを えないか らで ある。イギ リスは第二 次大戦
後 ベ ヴァ リッジ ・プランの もとに均一拠 出 ・均一給付 の国民保 険制 度を採用 し
たが,均 一拠 出の もとでは低賃金労働者 も拠 出 しうる低い水準 の額 に決 定 され








保 険財政の危機に瀕 した。その結果,1961年に年金部門 に,1964年には年金 以
外の国民保険に も所得比例制が採用 されたが なお保険財政 の改善 に役立たず,
1975年4月か らはついに拠出においては所得比例制 を,給 付 におい ては均一給
付 を採用す るように なった、 この改正は もっぱ ら保険財政上 の理 由による もの
であ り,し か も所得税の増加 も加わ って低所得層で も負担の増加が大 き くなっ
てい る32)。上述の ように,年 金額 を対 平均 賃金比でほ.ぼ一定に保つので さえ労
働者 の負担 能力い っぱいの拠出 をしなければな らない とすれば,給 付水準の一
層の改善は困難 といわ ざるをえない。 したが って給 付水準の よ り以上の改善の
ためには労働者 の賃金 ・生活水準の上昇が不可欠なのであ る。 ところが1960年
代にお こなわれた各種 調査 に よると,イ ギ リスの全人 口の9%近 い約500万人
が政府のナ シ ョナル ・、ミニマム以下の生活 をしていた ので あ り33),ボー ダ ー ・
ライ ン層 を含め るとこの数 もは るかに多 くなるだ ろう。 こうした貧困 な人 々が
多 く存 在す ることこそイギ リスの社会保障制度 を,し たが って年金 の給付改善
をお くらせてい る重要 な原因 の一つ なのである。
次に第二の点についてみてみ よう。先に指摘 した こ とか ら もわか るように,
ヨーロ ッパ諸国の社会保障財源 の変化 にみ られ る特徴は第一 に,国 家 ない し地
方公共団体の負担が増加 してい るこ と,第 二に,雇 主負担分 の比率が高 くな り,
被保険者負担 の割合が低下 してい るこ とである。 このこ とか らきわ めて重要 な
結論 を導 き出しうる。それは これ ら諸国 では もはや労働者 の拠 出金 には依存 し
えな くなってい る`こと34),したが って社会保障や老 人の生存権 をよ り一層発展
させ るた めには資本家 の負担 と国家 の負担 を増加 させ るこ とが不可欠だ とい う
こ とである。川 口弘氏は スウェーデンについ て,社 会保障費 の企業 と国家 の負
担が高い こ とを指摘 しなが ら,同 時 に法人税率は減価償却規定が あい まい であ
32)一圓光弥.イギリ子の社会保障の最近の動向,14-15ページ。






るこ と,無 税 の投資基金制度,在 庫準備金制度 な どに より,先 進工業 国の中で
最 も有利 な税率 である,と 指摘 している35)。この ことか らもわか るように,ス
ウェーデ ンのよ うに老人福祉が最 も発達 した国で も,そ れは労働者の重い負担
によ ってなされ たのであ って,な お資本家の負担 を高め ることが可能 であ り,
それ によ って一層老人福祉 を発展 させ ることが可 能 なのであ る。 フランスで も
今 の ところその効果 は大 きい とい えないが,老 人福祉の財源 を大 きな利潤 を得
た企業 に負担 させ る国民連 帯基 金制度が実施 されてい る。 老齢保障 を発展 させ
るためには この制度の よ り以上の発展が必要で あろう。
要す るに,資 本主義 の もとで老人の生存権の一層 の発展 のた めには,労 働者
階級全体の生活水準の上昇 と国民的最低限 の確立,.ならび に社会保障費用 の国
家お よび資本家負担の一層の増大が不可欠 なのである。
要 約
(→老人 の生存権が発達 しは じめた のほ独 占段階以降 であ り,そ れがほぼ確立
されて くるのは第二次大戦後 の国独資段階 である。
⇔独占段階以降,こ とに国独資段階に老人の生存権が確立 され るように なっ
た のは.,労働者階級 の闘争 力 と社会的権利が高 ま り,そ の生活水準 が著 しく上
昇 した こ と,し か しそ のこ とによってか えって独 占段階以降労働 力の価値 と賃
金 の乖離が恒常化 し,生 活基盤が脆弱化 した こと,そ のために老人 の私的扶養
が 困難 となる と同時 に,老 人 以外 のすべ ての労働者諸階層が貧 困に転落 する危
険性が強 ま り,か くして国民 的最低限 の生活 を保 障するのが国家 の義務 となる。
その結果,老 人 もこの国民的最低限 の生活 に もとづいて社会的 に扶養 され るよ
うにな り,生 存権 を持 つに至 るのであ る。
⇔社会保 障制度 や老 人の社会 的扶養 の発展 は資本主義g)基本原則 であ る 「労
働 に応 じた分配」 の原則 を廃止 する ことはで きないが,部 分的に修 正す る.もの
である。 そ して 「必要 に応 じた分配」原則 をよ り以 上に発展 させ るためには第
35)川1口,前}高書,151ページ,240ページD
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一に,労 働者 の生活水準 のよ り一層 の上 昇 と国民 的最低限 の生 活保 障の確立,
第二 に,社 会保障費用 の国 家 と資本家負担 の一層 の増 大が 必要 であ る。 現代の
ヨー ロッパ諸 国の老人扶養 妹発展 しっっ あるがなお問題が 多い。 それは まだ多
く存在す る貧 困の問題,ま だ少 ない資本 家の負担 な ど,こ の二 点に なお改革 の
余地が あるか らである。そ もぞ も現 代資 本主義 は持続 的慢 性イ ンフ レを さけ る
ことがで きず,そ のために老後 の生 活設 計が困難 とな ってい るので あるか ら,
老後 の社会的 扶養 の責任 は このイ ンフレをもた らし,そ れに よって利益 を得 て
いる国家 と資 本家 が負 うのが当然な ので ある。
口
